
企業版ふるさと納税活用事業　効果検証シート

１．企業版ふるさと納税活用事業

２．事業概要

事業概要 

令和５年度
予算額(千円)

令和５年度
決算額（千円）

令和５年度
実施内容

評価

４．外部有識者からの意見

地域再生計画の名称 各務原市まち・ひと・しごと創生推進計画

事業名 新特別支援学校整備事業

総合戦略該当箇所

戦略目標②　未来を支える「ひと」づくり〈子育て・教育〉

施策の柱３．教育

（２）安心して学べる教育環境づくり

現在の各務原特別支援学校は、知的障がいのある高等部の生徒のみを対象とした学校であるため、小中学部の児童生徒お
よび知的障がい以外の障がいがある高等部の生徒は、市外の特別支援学校等に通学をしている状況となっている。　このた
め、かねてより要望のあった小・中・高一貫であり、知的障がいに加えて肢体不自由や病弱の児童生徒を対象とした市立の新
しい特別支援学校を、令和7年度の開校を目標に整備する。

2,754,382千円
令和５年度

寄附金額（千円）
36,400千円

2,592,962千円
令和５年度
寄附件数

１５件

建設工事に着手し、駐車場部分の地下貯留施設や校舎の基礎部分の工事が完了した。現在は、校舎の躯体を建設している。
また、寄附の募集のための取組として、寄附をいただいた法人の名称を列挙する方法に、銘板の設置に加え、スクールバスに
記載する仕組みを設定した。

３．事業効果 本事業終了後における事業効果

A:本事業は地方創生に非常に効果的であった。

A
これまでの寄附募集の取組の結果として、全５台のスクールバスの寄附協力法
人名の記載箇所全３５箇所中３０箇所（８５．７％）が埋まるなど、順調に企業か
らの寄附を集めて事業を行うことができている。
引き続き、寄附を活用して、施設の充実に努めていく。

B:本事業は地方創生に相当程度効果があった。

C:本事業は地方創生に効果があった。

D:本事業は地方創生に対して効果がなかった。

E:評価が困難。
（新型コロナウイルス感染症など、予見できなかった外的要
因等により、事業の効果を図ることが難しい場合）
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